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   ⑥離職者訓練の実施規模の拡充等                        ２４１億円 

失業者の増大に備え、離職者訓練の定員を大幅に増やすとともに、今後、雇用の

受け皿として期待できる分野（介護、ＩＴ分野等）での安定雇用に向けて、長期間の

訓練を大幅に拡充する。 

 

   ⑦中小企業の子育て支援促進                             ３１億円 

育児休業・短時間勤務制度の利用を促進するため、育児休業取得者又は短時間

勤務制度の利用者が初めて出た場合の中小企業事業主に対する助成金（育児休

業：１人目１００万円、２人目以降８０万円等）や、労働者が利用した育児サービス費

用を負担する中小企業事業主に対する助成金（助成率：３／４、限度額：４０万円  

（１人当たり）、４８０万円（１事業主当たり））により支援する。 

 

⑧マザーズハローワーク事業の拡充                         ２１億円 

      マザーズハローワーク事業の拠点を拡充（１０８か所→１４８か所）するとともに、子育

て支援ネットワークの強化、求人者への助言・指導等による仕事と子育てが両立しや

すい求人の確保・母子家庭の母等の支援機関への出張相談、託児付セミナーの開

催等を実施する。 

 

   ⑨６５歳以上の高齢者を雇い入れる事業主への支援              １０９億円 

      ６５歳以上の高齢者を雇い入れる事業主への助成（中小企業９０万円、大企業５０

万円等）や、６５歳以上の高齢者を試行的に雇用する事業主に対する支援により、高

齢者の安定した就職の実現を図る。 

 

   ⑩中小企業等における障害者雇用促進のための重点的な支援        １２億円 

初めて障害者を雇用した中小企業に対する奨励金（１００万円）、特例子会社や重

度障害者多数雇用事業所の設立促進のための助成措置（１０人以上の雇用で    

２,０００万円支給等）により、安定的な障害者雇用の拡大を図る。 

 

⑪介護労働者の雇用管理改善に取り組む事業主等に対する総合的な支援の充実 

１５２億円 

      雇用管理改善の業務を担う人材の雇入れ、介護業務未経験者の雇入れ（５０万円

（年長フリーター等の場合は１００万円）に対する助成、介護労働者の作業負担軽減

のための介護福祉機器（移動リフト等）の導入に対する助成（経費の２分の１（上限  

２５０万円））等、介護労働者の雇用管理改善に取り組む事業主等に対し、総合的な

支援を実施する。 
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   ⑫ハローワークを中心とした日系人向け相談・支援機能の強化         １６億円 

日系人集住地域のハローワークなどにおいて、通訳・相談員の増員や市町村とも

連携したワンストップコーナーの設置等の体制強化を行う他、就労のためのスキルが

不足している者への研修を実施し、早期の再就職の促進を図る。 

 
（参考） 

○ふるさと雇用再生特別交付金(仮称) 

平成２０年度第２次補正予算案において、都道府県に対する交付金により基金を創

設し、創意工夫を凝らした事業の実施を支援することにより、地域求職者等の安定的

な雇用機会の創出を図る。（2,500 億円） 

 

○緊急雇用創出事業（仮称） 

平成２０年度第２次補正予算案において、都道府県に対する交付金により基金を創

設し、緊急雇用創出事業（仮称）を実施することにより、失業者の一時的な雇用・就業

機会の創出を図る。（1,500億円） 

 

 

（４）内定取消し問題への対応                       ７．６億円 

①内定を取り消された学生等への就職支援の強化                 ７億円 

企業名の公表も含め、企業に対する指導を徹底するとともに、採用内定を取り消さ

れた学生等について、正規に雇用する事業主に対して奨励金（１００万円（大企業 

５０万円））を支給する。また、新規学卒者の雇用の安定を図るため、雇用調整助成

金を活用し、採用後直ちに教育訓練・出向・休業させることにより雇用の維持を図る

事業主への支援（賃金・手当の４/５（大企業２/３））を行う。 

 

②新規学卒者に対する就職支援の強化                      ６１百万円 

ものづくり企業・中小企業や介護分野等を中心に地域の企業との就職面接会を実

施する。 
 

（５）雇用保険の給付の見直し                            

雇用保険制度について、保険料引下げ（１年間）、非正規労働者の適用基準の見直し

（雇用見込１年→６か月）や、特に再就職が困難な場合の給付日数の 60 日分延長、契約

更新がなされなかった有期契約労働者の受給資格要件の緩和（被保険者期間 1 年→6

か月）など、非正規労働者のセーフティネット機能・再就職支援機能を重点的に強化する。

（雇用保険法改正） 

 
 
 
 
 


